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１ 調査概要  

 

１ 調査目的 

本調査は、県内のひとり親世帯の生活及び就労状況等を把握し、静岡県のひとり親世帯の福祉施策の基 

本となる「第四次静岡県ひとり親家庭自立促進計画」を策定するための基礎資料を得ることを目的とす 

る。 

２ 調査内容 

(１) 世帯の状況について 

(２) 住まいの状況について 

(３) 就労の状況について 

(４) 家計の状況について 

 (５) 子どもの教育の状況について 

(６) 養育費及び面会交流について 

(７) 日常生活等について 

(８) 福祉施策の利用状況について 

 

３ 調査方法 

 (１) 調査地域 静岡県内全域 

(２) 調査対象 県内在住の母子世帯、父子世帯及び寡婦世帯のうち 2,500人 

(３) 抽出方法 児童扶養手当受給世帯、母子父子寡婦福祉資金を借り受けている世帯、静岡県母子寡婦

福祉連合会に属する世帯から無作為抽出 

(４) 調査方法 往復郵送調査法 

(５) 調査基準 令和元年 8月１日 

(６) 調査期間 令和元年 8月 9日～8月 26日 

(７) 発送数  2,500通 

３）回答状況 

４ 回収結果 

発送数 2,500人 

有効回収数 981人（39.2％） 

対象非該当、白票を除いた回答数を有効回収数とした。 
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５ 報告書の見方 

（１）比率はすべて百分率で表し、小数点以下第 2位を四捨五入して算出した。そのため、比率の合計が

100％にならないことがある。 

（２）基数とすべき実数は、図表中に「N」として記載した。比率はこの基数を 100％として算出している。 

（３）質問の選択肢から複数回答を認めている場合、比率の合計は通常 100％を超える。 

（４）図表中の回答選択肢が長文の場合、コンピューターの処理の都合上、省略している箇所がある。 

（５）クロス集計の図表については、表側となる設問に「無回答」がある場合、これを表示しない。ただ

し、全体の件数には含めているので、各分析項目の件数の合計が、全体の件数と一致しないことが

ある。 
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２ 調査結果 

 

（１）世帯の状況について 

＜要約と課題＞ 

◎母子世帯、父子世帯の年齢は、前回調査と比較し 44歳以下は減少しているが、45歳以上は増

加している。 

◎「世帯構成」としては、母子世帯・父子世帯で『三世代世帯』の割合が減少している。 

◎「ひとり親世帯になった理由」は『離婚』が多い。 

◎「ひとり親世帯になった当時困ったこと」については、各世帯共『子どもの養育』が多いが、前

回調査に比べ『収入が減ったこと』など経済・就業に関する悩みが増えている。 

◎「福祉施策に関する情報収集方法」に関しては、父子世帯・その他の世帯で『市役所・町役場な

どの窓口』の情報収集が増加している。 

【世帯状況】 

 

 

 

 

 

 

【年齢層】 

 

  

0.0 

0.0 

1.3 

6.7 

14.7 

14.7 

32.0 

30.7 

1.0 

0.0 

1.0 

10.3 

17.5 

22.7 

19.6 

27.8 

0 20 40 60 80

【父子世帯】

令和元年度(N=75)
平成26年度(N=97) (%)

0.0 

0.0 

3.6 

12.5 

17.9 

32.1 

14.3 

19.6 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

14.3 

7.1 

78.6 

0 20 40 60 80

【その他の世帯】

令和元年度(N=56)
平成26年度(N=14) (%)

0.1 

1.4 

5.8 

12.4 

20.6 

27.4 

21.9 

10.2 

0.5 

1.4 

6.5 

11.6 

23.6 

29.9 

19.1 

7.5 

0 20 40 60 80

20歳未満

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50歳以上

【母子世帯】

令和元年度(N=831)
平成26年度(N=951) (%)

84.7 7.6 5.7 1.9 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=981

母子世帯 父子世帯 その他の世帯 無回答
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【世帯構成】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ひとり親世帯になった理由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 26年度調査では、「配偶者の障がい」という選択肢があったが、「その他」に含めた。 

 

 

 

9.3 

88.0 

0.0 

0.0 

0.0 

2.7 

0.0 

12.4 

84.5 

1.0 

0.0 

1.0 

1.0 

0.0 

0 20 40 60 80 100

【父子世帯】

令和元年度(N=75)

平成26年度(N=97)
(%)

1.8 

80.4 

1.8 

0.0 

10.7 

5.4 

0.0 

57.1 

35.7 

0.0 

0.0 

7.1 

0.0 

0.0 

0 20 40 60 80 100

【その他の世帯】

令和元年度(N=56)

平成26年度(N=14)
(%)

0.6 

91.8 

0.2 

0.0 

7.1 

0.0 

0.2 

1.7 

89.3 

0.3 

0.0 

8.2 

0.5 

0.0 

0 20 40 60 80 100

死別

離婚

遺棄

生死不明

未婚の母・父

その他

無回答

【母子世帯】

令和元年度(N=831)

平成26年度(N=951)
(%)

74.7 

69.8 

19.5 

24.1 

5.4 

5.4 

0.4 

0.7 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=831

平成26年度

N=951

【母子世帯】

61.3 

52.6 

29.3 

39.2 

9.3 

8.2 

0.0 

0.0 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=75

平成26年度

N=97

【父子世帯】

5.4 

50.0 

69.6 

0.0 

25.0 

42.9 

0.0 

7.1 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=56

平成26年度

N=14

自分と子どもだけの世帯 三世代世帯 その他の世帯 無回答

【その他の世帯】
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【ひとり親世帯になった当時に困ったこと(MA)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「子どもの養育」「子どものしつけ、教育」という選択肢は、平成 26年度調査では、「子どもの養育、教育」という選択肢

であった。 

【ひとり親世帯になった当時の手当や年金など福祉施策に関する情報収集方法(MA)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※今年度調査から「ホームページ・SNSなど」を追加した。 

6.7 

1.0 

34.3 

7.2 

0.6 

20.6 

66.8 

5.7 

0.7 

9.1 

1.3 

36.8 

5.8 

2.0 

69.8 

12.3 

0.2 

0 20 40 60 80

広報紙

近所の人から

友人、親族から

民生・児童委員から

新聞、テレビ、ラジオ

ホームページ・SNS

など

市役所・町役場など

の窓口

その他

無回答

【母子世帯】
令和元年度(N=831)

平成26年度(N=951) (%)

5.3 

2.7 

30.7 

6.7 

0.0 

9.3 

56.0 

6.7 

2.7 

17.5 

3.1 

32.0 

9.3 

12.4 

47.4 

11.3 

0.0 

0 20 40 60 80

【父子世帯】

令和元年度(N=75)

平成26年度(N=97) (%)

12.5 

1.8 

37.5 

3.6 

0.0 

12.5 

57.1 

8.9 

0.0 

14.3 

0.0 

28.6 

7.1 

14.3 

42.9 

14.3 

0.0 

0 20 40 60 80

【その他の世帯】

令和元年度(N=56)

平成26年度(N=14)
(%)

33.3 

43.2 

44.0 

48.9 

31.3 

31.0 

12.3 

17.7 

13.1 

21.7 

6.0 

4.7 

0.4 

35.8 

40.3 

47.9 

54.2 

30.4 

6.5 

7.6 

6.3 

7.4 

4.5 

4.2 

0.1 

0 20 40 60 80

収入がなくなったこと

収入が減ったこと

自分の就職

子どもの養育

子どものしつけ、教育

住居

相談相手がなかったこと

家事

まわりの人の見る目が

変わったこと

年金、健康保険などの社会

保障制度などの切換え手続き

その他

特になかった

無回答

【母子世帯】

令和元年度(N=831)

平成26年度(N=951) (%)

6.7 

44.0 

21.3 

42.7 

48.0 

5.3 

17.3 

53.3 

12.0 

6.7 

4.0 

8.0 

0.0 

8.2 

39.2 

21.6 

63.9 

12.4 

13.4 

49.5 

6.2 

4.1 

3.1 

7.2 

1.0 

0 20 40 60 80

【父子世帯】

令和元年度(N=75)

平成26年度(N=97) (%)

42.9 

26.8 

57.1 

51.8 

26.8 

19.6 

12.5 

7.1 

8.9 

17.9 

3.6 

7.1 

0.0 

28.6 

28.6 

50.0 

57.1 

21.4 

35.7 

7.1 

7.1 

7.1 

14.3 

0.0 

0.0 

0 20 40 60 80

【その他の世帯】

令和元年度(N=56)

平成26年度(N=14)
(%)
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（２）住まいの状況について 

＜要約と課題＞ 

◎「現在の住まい」は、母子世帯では前回調査と比較し、『借家・アパート・賃貸マンション』の

割合が増加しており、これらの住居に住んでいる層は転居希望も大きい。 

◎「公営・公団・公社の賃貸住宅の入居希望」は、母子世帯 26.9％、父子世帯 9.9％、その他の

世帯 20.8％。 

◎「転居したい理由」は、前回調査と比較し、母子世帯では『建物が古い、設備が悪い』の割合が

増加しており、父子世帯では『家賃が高い』の割合が増加している。 

【現在の住まい】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 26年度調査では、「間借り」という選択肢があったが、「その他」に含めた。 

【公営・公団・公社の賃貸住宅の入居希望(MA)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※新規設問  

35.0 

4.0 

14.1 

45.1 

0.4 

1.2 

0.2 

39.4 

0.3 

14.4 

42.7 

0.2 

2.8 

0.1 

0 20 40 60 80

持ち家

親族の家に同居

公営・公団・公社

の賃貸住宅

借家、アパート、

賃貸マンション

社宅

その他

無回答

【母子世帯】

令和元年度(N=831)

平成26年度(N=951)
(%)

61.3 

6.7 

4.0 

24.0 

2.7 

0.0 

1.3 

63.9 

2.1 

5.2 

25.8 

1.0 

2.1 

0.0 

0 20 40 60 80

【父子世帯】

令和元年度(N=75)

平成26年度(N=97)
(%)

69.6 

12.5 

5.4 

12.5 

0.0 

0.0 

0.0 

78.6 

0.0 

0.0 

21.4 

0.0 

0.0 

0.0 

0 20 40 60 80

【その他の世帯】

令和元年度(N=56)

平成26年度(N=14) (%)

8.8 

18.1 

49.7 

11.0 

14.3 

0 20 40 60 80

希望する（応募

した経験あり）

希望する（応募

した経験なし）

希望しない

公営・公団・公社の賃貸

住宅を知らなかった

無回答

【母子世帯】

令和元年度(N=712) (%)

1.4 

8.5 

60.6 

2.8 

26.8 

0 20 40 60 80

【父子世帯】

令和元年度(N=71) (%)

5.7 

15.1 

60.4 

7.5 

15.1 

0 20 40 60 80

【その他の世帯】

令和元年度(N=53) (%)
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【住居の転居希望】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【転居したい理由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

31.2 

18.8 

23.2 

6.1 

2.2 

4.5 

0.6 

13.1 

0.3 

32.4 

20.2 

19.7 

6.3 

1.1 

4.1 

1.6 

13.8 

0.7 

0 20 40 60

家賃が高い

家が狭い

建物が古い、設備が悪い

周囲の環境がよくない

仕事の都合

（職場から遠い等）

お子さんの学校関係

立ち退きを要求

されている

その他

無回答

【母子世帯】
令和元年度(N=314)

平成26年度(N=441) (%)

36.8 

5.3 

21.1 

5.3 

0.0 

0.0 

0.0 

31.6 

0.0 

16.7 

29.2 

20.8 

16.7 

4.2 

4.2 

0.0 

8.3 

0.0 

0 20 40 60

【父子世帯】

令和元年度(N=19)

平成26年度(N=24) (%)

13.3 

33.3 

6.7 

13.3 

0.0 

0.0 

0.0 

33.3 

0.0 

50.0 

0.0 

0.0 

25.0 

0.0 

0.0 

0.0 

25.0 

0.0 

0 20 40 60

【その他の世帯】

令和元年度(N=15)

平成26年度(N=4) (%)

46.4 

37.8 

53.1 

48.5 

0.5 

13.7 

0% 25% 50% 75% 100%

平成26年度

N=951

令和元年度

N=831

【母子世帯】

24.7 

25.3 

73.2 

64.0 

2.1 

10.7 

0% 25% 50% 75% 100%

平成26年度

N=97

令和元年度

N=75

【父子世帯】

28.6 

26.8 

71.4 

66.1 

0.0 

7.1 

0% 25% 50% 75% 100%

平成26年度

N=14

令和元年度

N=56

変わりたいと思う 変わりたいと思わない 無回答

【その他の世帯】

20.0 

33.3 

56.0 

12.0 

45.5 

24.7 

80.0 

66.7 

42.4 

11.1 

45.5 

70.8 

0.0 

0.0 

1.6 

76.9 

9.1 

4.5 

0% 25% 50% 75% 100%

変わりたいと思う 変わりたいと思わない 無回答

【母子世帯 住まい別】

N

291

33

117

375

3

10

持ち家

親族の家に同居

公営賃貸住宅

借家、ｱﾊﾟｰﾄ、
賃貸ﾏﾝｼｮﾝ

社宅

その他
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（３）就労の状況について 

＜要約と課題＞ 

◎「現在の就労状況」は、母子世帯では前回調査と比べ『雇用されている』割合は高くなり、正社

員の割合も高くなっているが、非正規雇用は 51.7％。父子世帯は、前回調査と比べ『雇用され

ている』割合が低くなっている。 

◎「転職意向」は、前回調査と比べ母子世帯、父子世帯では割合が低くなっているが、その他の世

帯では高くなっている。 

◎「転職意向の理由」で『収入が少ない』が大半であるが、各世帯共『職場での人間関係』が前回

調査より増加している。 

◎「現在の仕事についた経路」は、前回調査と比べ『ハローワーク』が母子世帯、父子世帯が減少

し、その他の世帯は増加している。 

◎副業をしている母子世帯は 11.9％、父子世帯は 14.5％。 

◎「仕事についていない理由」は、母子世帯では『病弱なため』『子どもに手がかかる』が前回調

査より増加している。 

◎ひとり親世帯になってから、『違う仕事に変わった』割合は、母子世帯、父子世帯で前回調査の

割合より減少しているものの、母子世帯 37.7％、父子世帯 29.4％と高い割合で仕事を変わっ

ている状況が見える。 

【現在の就労状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次ページへ 

※平成 26年度調査では、「内職」という選択肢があったが、「その他」に含めた。今年度調査では、「家族従事者」という選択

肢があったが、割合が低かったため、「その他」に含めた。 

88.3 

89.8 

4.0 

1.9 

0.9 

2.0 

5.7 

5.3 

1.1 

1.0 

0% 25% 50% 75% 100%

平成26年度

N=951

令和元年度

N=831

【母子世帯】

75.3 

73.3 

18.6 

17.3 

0.0 

1.3 

4.1 

6.7 

2.1 

1.3 

0% 25% 50% 75% 100%

平成26年度

N=97

令和元年度

N=75

【父子世帯】

50.0 

87.5 

7.1 

1.8 

7.1 

3.6 

28.6 

5.4 

7.1 

1.8 

0% 25% 50% 75% 100%

平成26年度

N=14

令和元年度

N=56

雇用されている 自営業 その他 仕事についていない 無回答

【その他の世帯】
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【雇用形態】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ふだんの帰宅時間】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※新規設問  

38.8 

37.1 

10.3 

3.3 

1.5 

1.4 

6.0 

1.5 

0 20 40 60

午後６時以前

午後６時～７時

までの間

午後７時～８時

までの間

午後８時～10時

までの間

午後10時～１2時

深夜・早朝

交代制勤務などで

一定しない

無回答

【母子世帯】

令和元年度（N=779）
(%)

26.1 

33.3 

13.0 

5.8 

1.4 

7.2 

11.6 

1.4 

0 20 40 60

【父子世帯】

令和元年度（N=69）

(%)

50.0 

26.9 

7.7 

5.8 

1.9 

0.0 

7.7 

0.0 

0 20 40 60

【その他の世帯】

令和元年度（N=52）

(%)

48.3 

37.7 

8.3 

7.2 

43.4 

55.0 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=746

平成26年度

N=774

【母子世帯】

85.5 

76.8 

5.5 

4.3 

9.1 

18.8 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=55

平成26年度

N=69

【父子世帯】

55.1 

50.0 

0.0 

16.7 

44.9 

33.3 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=49

平成26年度

N=6

正規の職員・従業員 派遣社員 パート・アルバイト等

【その他の世帯】
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【現在の仕事についた経路】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 26年度の調査の「公共職業安定所等公共機関の紹介」を「ハローワーク」「母子家庭等就業・自立支援センター」「し

ずおかジョブステーション」に分けた。 

 

【副業の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※新規設問 

  

11.9 

14.5 

7.7 

87.4 

84.1 

92.3 

0.6 

1.4 

0.0 

0% 25% 50% 75% 100%

母子世帯

N=779

父子世帯

N=69

その他の世帯

N=52

している していない 無回答

22.0 

0.8 

0.1 

0.5 

4.7 

20.2 

26.3 

6.4 

5.0 

3.0 

9.4 

1.7 

22.7 

1.0 

6.1 

20.2 

26.7 

8.3 

5.1 

2.6 

7.0 

0.2 

0 10 20 30 40

ハローワーク

母子家庭等就業・

自立支援センター

しずおかジョブ

ステーション

民間職業あっせん会社の紹介

親や親族などの紹介

知人などの紹介

求人情報誌・求人情報

サイトで見つけた

新聞、チラシ等で見つけた

人材派遣会社からの派遣

卒業した学校等の紹介

その他

無回答

【母子世帯】

令和元年度（N=779）

平成26年度(N=840) (%)

17.4 

0.0 

0.0 

0.0 

10.1 

20.3 

15.9 

5.8 

4.3 

10.1 

14.5 

1.4 

20.5 

0.0 

13.7 

21.9 

21.9 

6.8 

5.5 

4.1 

5.5 

0.0 

0 10 20 30 40

【父子世帯】

令和元年度（N=69）

平成26年度(N=73) (%)

30.8 

1.9 

0.0 

0.0 

0.0 

30.8 

19.2 

9.6 

0.0 

3.8 

3.8 

0.0 

28.6 

14.3 

0.0 

0.0 

28.6 

0.0 

14.3 

0.0 

14.3 

0.0 

0 10 20 30 40

【その他の世帯】

令和元年度（N=52）

平成26年度(N=7)
(%)
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【現在、就労している人の転職意向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【転職意向の理由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

39.2 

42.0 

60.8 

58.0 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=778

平成26年度

N=590

【母子世帯】

20.6 

29.6 

79.4 

70.4 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=68

平成26年度

N=81

【父子世帯】

34.6 

33.3 

65.4 

66.7 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=52

平成26年度

N=3

思っている 思っていない

【その他の世帯】

55.1 

3.9 

9.2 

3.9 

2.3 

6.6 

9.5 

9.5 

0.0 

57.3 

2.8 

11.3 

3.6 

0.8 

6.5 

6.9 

10.1 

0.8 

0 20 40 60 80 100

収入が少ない

勤務時間が長い

仕事がきつい

通勤に時間がかかる

現在の仕事に向かない

子どもと過ごす時間

がない

職場での人間関係

その他

無回答

【母子世帯】
令和元年度(N=305)

平成26年度(N=248) (%)

50.0 

14.3 

7.1 

0.0 

0.0 

7.1 

14.3 

7.1 

0.0 

62.5 

0.0 

8.3 

0.0 

0.0 

25.0 

4.2 

0.0 

0.0 

0 20 40 60 80 100

【父子世帯】

令和元年度(N=14)

平成26年度(N=24) (%)

50.0 

5.6 

22.2 

0.0 

0.0 

11.1 

5.6 

5.6 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

100.0 

0.0 

0 20 40 60 80 100

【その他の世帯】

令和元年度(N=18)

平成26年度(N=1) (%)
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【仕事についていない理由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

7.9 

18.4 

23.7 

5.3 

0.0 

13.2 

31.6 

39.3 

7.1 

14.3 

7.1 

0.0 

0.0 

28.6 

0 20 40 60 80 100

適当な仕事がない

病弱なため

子どもに手がかかる

家族の看病

働かなくても経済的

に困らない

技能・技術の勉強中

その他

【母子世帯】
令和元年度(N=38)

平成26年度(N=28) (%)

60.0 

40.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

50.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

50.0 

0 20 40 60 80 100

【父子世帯】

令和元年度(N=5)

平成26年度(N=2) (%)

0.0 

33.3 

33.3 

0.0 

0.0 

0.0 

33.3 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

100.0 

0 20 40 60 80 100

【その他の世帯】

令和元年度(N=3)

平成26年度(N=2) (%)
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【ひとり親世帯になった当時の就労状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当時の就労状況×現在の就労状況 

 

90.6 

86.0 

3.7 

2.0 

1.6 

2.8 

3.0 

8.7 

1.1 

0.5 

0% 25% 50% 75% 100%

仕事についていた

N=562

仕事についていなかった

N=392

雇用されている 自営業 その他 仕事についていない 無回答

55.6 

52.5 

41.9 

46.6 

2.5 

0.9 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=831

平成26年度

N=951

【母子世帯】

90.7 

87.6 

8.0 

9.3 

1.3 

3.1 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=75

平成26年度

N=48

【父子世帯】

33.9 

50.0 

62.5 

42.9 

3.6 

7.1 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=56

平成26年度

N=14

仕事についていた 仕事についていなかった 無回答

【その他の世帯】
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【ひとり親世帯になった当時も就労していた人の現在の仕事】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

44.8 

9.7 

0.9 

0.9 

2.4 

37.7 

2.6 

1.1 

35.3 

10.8 

1.8 

0.6 

2.0 

44.9 

3.2 

1.4 

0 20 40 60

同じである

仕事の内容は同じだが、

勤務先が変わった

勤務先は同じだが、

勤務する場所が変わった

勤務先は同じだが、正社員

から非正規職員に変わった

勤務先は同じだが、非正規

職員から正社員に変わった

違う仕事に変わった

その他

無回答

【母子世帯】

令和元年度(N=462)

平成26年度(N=499) (%)

51.5 

10.3 

2.9 

0.0 

0.0 

29.4 

2.9 

2.9 

55.3 

14.1 

3.5 

0.0 

0.0 

24.7 

1.2 

1.2 

0 20 40 60

【父子世帯】

令和元年度(N=68)

平成26年度(N=85) (%)

36.8 

5.3 

0.0 

5.3 

0.0 

52.6 

0.0 

0.0 

28.6 

14.3 

0.0 

0.0 

0.0 

14.3 

28.6 

14.3 

0 20 40 60

【その他の世帯】

令和元年度(N=19)

平成26年度(N=7) (%)
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（４）家計の状況について 

＜要約と課題＞ 

◎収入源としては、各世帯共『本人の就労収入』が収入の大半を占め、『児童扶養手当』の割合は

前回調査と比較し、各世帯共に若干増加している。 

◎「世帯の総収入額」は、母子世帯は『200～250万円未満』が 18.5％と最も高く、250万円

未満の世帯が全体の 50.7％を占め、経済的に困窮している様子がうかがわれる。一方、父子世

帯では『300～350万円未満』が 21.3％と最も多く、250万円未満の世帯が全体の 20.0％

を占める。父子世帯と比較すると、母子世帯はより経済的に厳しい現状が分かる。 

◎「本人の総収入額」は、母子世帯は『200～250万円未満』が 21.5％と最も高く、250万円

未満の世帯が全体の 65.1％を占めている。一方、父子世帯では『300～350 万円未満』が

20.0％と最も多く、250万円未満の世帯が全体の 29.3％を占めている。 

 

 

【収入源の状況(MA)】 

 

 

 

 

 

 

92.8 

2.2 

4.5 

23.1 

0.5 

1.3 

66.2 

2.2 

4.2 

1.1 

93.0 

1.5 

6.5 

17.7 

1.1 

3.6 

64.9 

2.7 

3.9 

0.3 

0 20 40 60 80 100

あなたの就労収入

子どもの就労収入

他の世帯員の就労収入

養育費

親族等からの仕送り

年金

児童扶養手当

生活保護費

その他

無回答

【母子世帯】

令和元年度(N=831)

平成26年度(N=951) (%)

94.7 

5.3 

5.3 

2.7 

0.0 

8.0 

50.7 

1.3 

4.0 

2.7 

91.8 

2.1 

9.3 

0.0 

2.1 

3.1 

50.5 

2.1 

5.2 

4.1 

0 20 40 60 80 100

【父子世帯】

令和元年度(N=75)

平成26年度(N=97) (%)

85.7 

0.0 

21.4 

17.9 

0.0 

14.3 

53.6 

0.0 

5.4 

1.8 

57.1 

0.0 

0.0 

7.1 

7.1 

42.9 

0.0 

7.1 

0.0 

0.0 

0 20 40 60 80 100

【その他の世帯】

令和元年度(N=56)

平成26年度(N=14) (%)
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【世帯の１年間の総収入額】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【本人の１年間の総収入額】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※新規設問 

4.2 

4.9 

9.9 

13.1 

18.5 

12.9 

9.9 

5.3 

5.8 

2.6 

5.2 

0.5 

7.2 

4.1 

9.8 

22.4 

16.6 

18.9 

8.8 

5.2 

2.1 

1.9 

1.7 

0.8 

0.0 

7.7 

0 10 20 30

０～ 50万円未満

50万円～ 100万円未満

100万円～ 150万円未満

150万円～ 200万円未満

200万円～ 250万円未満

250万円～ 300万円未満

300万円～ 350万円未満

350万円～ 400万円未満

400万円～ 450万円未満

450万円～ 500万円未満

500万円～1,000万円未満

1,000万円以上

無回答

【母子世帯】

令和元年度(N=831)

平成26年度(N=951) (%)

0.0 

1.3 

5.3 

4.0 

9.3 

10.7 

21.3 

13.3 

8.0 

6.7 

8.0 

1.3 

10.7 

6.2 

3.1 

6.2 

15.5 

7.2 

14.4 

20.6 

11.3 

3.1 

4.1 

1.0 

0.0 

7.2 

0 10 20 30

【父子世帯】

令和元年度(N=75)

平成26年度(N=97) (%)

0.0 

1.8 

7.1 

8.9 

8.9 

10.7 

10.7 

14.3 

12.5 

10.7 

5.4 

1.8 

7.1 

0.0 

14.3 

14.3 

21.4 

7.1 

0.0 

14.3 

0.0 

0.0 

7.1 

14.3 

0.0 

7.1 

0 10 20 30

【その他の世帯】

令和元年度(N=56)

平成26年度(N=14) (%)

6.5 

7.5 

15.3 

14.3 

21.5 

12.5 

8.2 

4.3 

3.4 

1.0 

1.1 

0.1 

4.3 

0 10 20 30

０～ 50万円未満

50万円～ 100万円未満

100万円～ 150万円未満

150万円～ 200万円未満

200万円～ 250万円未満

250万円～ 300万円未満

300万円～ 350万円未満

350万円～ 400万円未満

400万円～ 450万円未満

450万円～ 500万円未満

500万円～1,000万円未満

1,000万円以上

無回答

【母子世帯】

令和元年度(N=831) (%)

2.7 

2.7 

5.3 

9.3 

9.3 

12.0 

20.0 

17.3 

9.3 

1.3 

5.3 

0.0 

5.3 

0 10 20 30

【父子世帯】

令和元年度(N=75)
(%)

3.6 

5.4 

17.9 

21.4 

26.8 

8.9 

1.8 

5.4 

3.6 

0.0 

0.0 

0.0 

5.4 

0 10 20 30

【その他の世帯】

令和元年度(N=56) (%)
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（５）子どもの教育の状況について 

＜要約と課題＞ 

◎「子どもについての悩み」は、各世帯共『教育・進学』に関する悩みが最も多く、『障がい』は

1割あった。 

◎「未就学児の昼間の保育」は、母子世帯、父子世帯共『保育所（園）』が大半を占めており、前

回調査の割合より増加している。「小学生児童の放課後の過ごし方」は前回調査と比較し、『自宅

で過ごしている』の割合が減少し、『放課後児童クラブ（学童保育）』が増加している。 

◎「子どもの進学希望」に関しては、前回調査よりも『大学・大学院』の割合が母子世帯で増加し、

高学歴志向となっている。 

◎「高校生以上の学費、教育費」について、母子世帯、その他の世帯が前回調査と比較し、『各種

資金』が増加している。「資金の種類」は、各種奨学資金は母子世帯 71.7％、父子世帯 83.3％、

その他の世帯 100％。 

◎「学費、教育費をまかなう資金に関する情報収集方法」について、『広報誌』が各世帯共に減少

し、『学校から』は母子世帯 51.1％、父子世帯 16.7％、その他の世帯 66.7％と高い割合を示

している。 

【子どもについての悩み(MA)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※今年度調査から「障がい」を追加した。 

15.0 

29.1 

66.4 

10.1 

1.4 

6.7 

8.5 

2.0 

3.9 

15.5 

0.6 

14.1 

30.6 

70.0 

13.4 

1.6 

9.5 

3.2 

4.1 

13.7 

1.5 

0 20 40 60 80

育児

しつけ

教育・進学

就職

結婚

病気

障がい

非行

その他

特にない

無回答

【母子世帯】

令和元年度(N=831)

平成26年度(N=951) (%)

14.7 

25.3 

68.0 

9.3 

1.3 

2.7 

8.0 

2.7 

4.0 

20.0 

1.3 

14.4 

34.0 

70.1 

11.3 

4.1 

7.2 

3.1 

4.1 

17.5 

4.1 

0 20 40 60 80

【父子世帯】

令和元年度(N=75)

平成26年度(N=97) (%)

12.5 

30.4 

58.9 

10.7 

5.4 

3.6 

10.7 

0.0 

0.0 

25.0 

0.0 

0.0 

7.1 

0.0 

14.3 

7.1 

0.0 

0.0 

14.3 

35.7 

42.9 

0 20 40 60 80

【その他の世帯】

令和元年度(N=56)

平成26年度(N=14) (%)
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【未就学児の昼間の保育（小学校入学前の子どもがいる世帯のみ）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【小学生児童の放課後の過ごし方（小学生の子どもがいる世帯のみ）(MA)】 

 

 

13.5 

2.5 

1.2 

72.4 

7.4 

0.0 

1.8 

1.2 

10.9 

2.3 

0.6 

69.1 

13.7 

0.0 

0.6 

2.9 

0 20 40 60 80

あなた自身

同居の親族

別居の親族

保育所（園）

幼稚園

知人

その他

無回答

【母子世帯】

令和元年度(N=163)

平成26年度(N=175)
(%)

0.0 

0.0 

0.0 

71.4 

14.3 

0.0 

0.0 

14.3 

7.7 

0.0 

7.7 

69.2 

7.7 

0.0 

0.0 

7.7 

0 20 40 60 80

【父子世帯】

令和元年度(N=7)

平成26年度(N=13) (%)

40.0 

10.0 

0.0 

40.0 

0.0 

0.0 

0.0 

10.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0 20 40 60 80

【その他の世帯】

令和元年度(N=10)

平成26年度(N=0) (%)

61.1 

13.2 

3.8 

30.3 

15.4 

1.1 

5.4 

3.5 

66.7 

15.7 

2.9 

26.1 

21.1 

0.3 

5.3 

1.3 

0 20 40 60 80 100

自宅で過ごしている

祖父母・親族の家

学校のクラブ活動

放課後児童クラブ

（学童保育）

塾・習い事

児童館

その他

無回答

【母子世帯】

令和元年度(N=370)

平成26年度(N=375)
(%)

70.8 

25.0 

4.2 

20.8 

16.7 

0.0 

8.3 

4.2 

81.1 

16.2 

5.4 

16.2 

16.2 

0.0 

13.5 

0.0 

0 20 40 60 80 100

【父子世帯】

令和元年度(N=24)

平成26年度(N=37) (%)

75.0 

10.0 

0.0 

35.0 

15.0 

0.0 

5.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0 20 40 60 80 100

【その他の世帯】

令和元年度(N=20)

平成26年度(N=0) (%)
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85.0 

5.4 

5.4 

32.9 

6.1 

83.9 

6.1 

5.5 

28.3 

3.6 

0 20 40 60 80 100

あなた自身の収入

親族などから援助

を受けている

お子さんのアルバイト収入

各種資金等

無回答

【母子世帯】

令和元年度(N=280)

平成26年度(N=329) (%)

85.7 

8.6 

5.7 

17.1 

5.7 

81.1 

0.0 

10.8 

18.9 

10.8 

0 20 40 60 80 100

【父子世帯】
令和元年度(N=35)

平成26年度(N=37) (%)

83.3 

8.3 

8.3 

25.0 

8.3 

58.3 

0.0 

16.7 

16.7 

8.3 

0 20 40 60 80 100

【その他の世帯】

令和元年度(N=12)

平成26年度(N=12) (%)

【子どもの進学希望（中学生以下の子どもがいる世帯のみ）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【高校生以上の学費、教育費(MA)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 次ページへ 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2 

33.3 

2.9 

13.1 

31.3 

2.3 

16.0 

0.6 

25.9 

2.5 

12.6 

26.2 

2.3 

29.9 

0 10 20 30 40 50

中学校

高校、専修学校（高等課程）

高等専門学校

短大、専修学校（専門課程）

大学、大学院

各種学校

無回答

【母子世帯】

令和元年度(N=664)

平成26年度(N=725)
(%)

1.9 

40.4 

3.8 

15.4 

19.2 

1.9 

17.3 

1.4 

40.5 

5.4 

5.4 

27.0 

1.4 

18.9 

0 10 20 30 40 50

【父子世帯】

令和元年度(N=52)

平成26年度(N=74) (%)

0.0 

24.4 

2.4 

19.5 

34.1 

0.0 

19.5 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0 10 20 30 40 50

【その他の世帯】

令和元年度(N=41)

平成26年度(N=０) (%)
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【資金の種類(MA)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【学費、教育費をまかなう資金に関する情報収集方法】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※今年度調査から「ホームページ・SNSなど」「学校から」を追加した。 

5.4 

0.0 

5.4 

2.2 

1.1 

9.8 

10.9 

51.1 

4.3 

9.8 

9.7 

1.1 

15.1 

2.2 

1.1 

17.2 

52.7 

1.1 

0 20 40 60 80 100

広報紙

近所の人から

友人、知人、親族から

民生・児童委員から

新聞、テレビ、ラジオ

ホームページ・SNSなど

市役所・町役場などの窓口

学校から

その他

無回答

【母子世帯】

令和元年度(N=92)

平成26年度(N=93) (%)

0.0 

0.0 

16.7 

0.0 

0.0 

0.0 

33.3 

16.7 

0.0 

33.3 

14.3 

0.0 

14.3 

14.3 

14.3 

0.0 

42.9 

0.0 

0 20 40 60 80 100

【父子世帯】

令和元年度(N=6)

平成26年度(N=7) (%)

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

33.3 

66.7 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

100.0 

0.0 

0 20 40 60 80 100

【その他の世帯】

令和元年度(N=3)

平成26年度(N=2) (%)

30.4 

71.7 

22.8 

6.5 

2.2 

32.3 

52.7 

6.5 

5.4 

3.2 

0 20 40 60 80 100

母子父子寡婦福祉資金

各種奨学資金

教育ローン

その他

無回答

【母子世帯】
令和元年度(N=92)

平成26年度(N=93) (%)

33.3 

83.3 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

71.4 

14.3 

14.3 

0.0 

0 20 40 60 80 100

【父子世帯】
令和元年度(N=6)

平成26年度(N=7) (%)

0.0 

100.0 

0.0 

33.3 

0.0 

0.0 

100.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0 20 40 60 80 100

【その他の世帯】

令和元年度(N=3)

平成26年度(N=2) (%)
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（６）養育費及び面会交流について 

＜要約と課題＞ 

◎離婚の際の「養育費の相談者」は、各世帯共『親族』が多く、次いで母子世帯、その他の世帯は

『家庭裁判所』となっているが、『相談していない』が母子世帯では 41.6％、父子世帯では

68.2％と高い割合となっている。 

◎「養育費の取り決めの有無」について、母子世帯は半数以上が『文書で』『取り決めをしている』

が、父子世帯では 22.7％と大半の世帯が取り決めを行っていない。 

◎「養育費の取り決めをしていない理由」としては、母子世帯は『相手と関わりたくないから』

49.3％が最も多く、次いで『相手に支払う意思がないと思ったから』43.1％が続く。 

◎「養育費の受給状況」は、母子世帯 38.9％、父子世帯 9.1％、その他の世帯 35.3％。金額は、

母子世帯『3～4万円未満』23.7％、父子世帯『1～2万円未満』33.3％、その他の世帯『3～

4万円未満』30.4％が最も高くなっている。 

◎「面会交流の取り決めの有無」について『取り決めをしていない』のは母子世帯 59.9％、父子

世帯 54.5％、その他の世帯 72.5％。 

 

【養育費の相談者(MA)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 26年度調査の「母子寡婦福祉団体」は、今年度調査では「母子会、ひとり親会」とした。今年度調査から「母子

家庭等就業・自立支援センター」を追加した。  

26.3 

15.1 

6.7 

0.5 

15.0 

18.5 

1.8 

1.7 

41.6 

2.6 

38.2 

19.9 

7.8 

0.4 

16.6 

24.0 

3.4 

29.4 

6.1 

0 20 40 60 80

親族

友人、知人

県・市町窓口、

母子父子自立支援員

母子会、ひとり親会

弁護士

家庭裁判所

母子家庭等就業・

自立支援センター

その他

相談していない

無回答

【母子世帯】

令和元年度(N=822)

平成26年度(N=849) (%)

18.2 

6.1 

1.5 

0.0 

3.0 

1.5 

1.5 

1.5 

68.2 

4.5 

18.3 

7.3 

1.2 

0.0 

8.5 

11.0 

1.2 

65.9 

11.0 

0 20 40 60 80

【父子世帯】

令和元年度(N=66)

平成26年度(N=82) (%)

35.3 

13.7 

11.8 

0.0 

7.8 

15.7 

2.0 

2.0 

39.2 

2.0 

0.0 

0.0 

20.0 

20.0 

20.0 

40.0 

0.0 

20.0 

20.0 

0 20 40 60 80

【その他の世帯】

令和元年度(N=51)

平成26年度(N=5) (%)
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54.7 

56.3 

41.5 

39.2 

3.8 

4.5 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=822

平成26年度

N=849

【母子世帯】

22.7 

24.4 

71.2 

68.3 

6.1 

7.3 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=66

平成26年度

N=82

【父子世帯】

52.9 

40.0 

47.1 

60.0 

0.0 

0.0 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=51

平成26年度

N=5

取り決めをしている 取り決めをしていない 無回答

【その他の世帯】

【養育費の取り決めの有無】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【養育費の取り決め方法】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次ページ 

78.7 

74.3 

20.7 

24.9 

0.7 

0.8 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=450

平成26年度

N=478

【母子世帯】

60.0 

55.0 

40.0 

45.0 

0.0 

0.0 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=15

平成26年度

N=20

【父子世帯】

85.2 

100.0 

14.8 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=27

平成26年度

N=2

文書あり 文書なし 無回答

【その他の世帯】
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【養育費の取り決めをしていない主な理由(MA)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 26 年度調査の「相手に支払う意思や能力がないと思ったから」は、今年度調査では「相手に支払う意思がないと思っ

たから」「相手に支払う能力がないと思ったから」に分けた。 

 

【養育費の受給状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

3.5 

15.8 

43.1 

37.8 

2.1 

2.1 

10.6 

2.3 

49.3 

10.6 

1.2 

0.9 

5.7 

42.3 

0.6 

0.9 

10.8 

0.6 

28.8 

6.6 

2.7 

0 20 40 60

自分の収入等で経済的

に問題ないから

取り決めの交渉が

わずらわしいから

相手に支払う意思

がないと思ったから

相手に支払う能力

がないと思ったから

養育費を請求できる

とは知らなかったから

子どもを引き取った方が養育

費を負担すると思っていたから

取り決めの交渉が

まとまらなかったから

現在交渉中又は今後

交渉予定であるから

相手と関わりたくないから

その他

無回答

【母子世帯】

令和元年度(N=341)

平成26年度(N=333) (%)

17.0 

19.1 

27.7 

51.1 

2.1 

6.4 

2.1 

0.0 

40.4 

8.5 

6.4 

8.9 

8.9 

37.5 

3.6 

0.0 

1.8 

0.0 

32.1 

7.1 

0.0 

0 20 40 60

【父子世帯】

令和元年度(N=47)

平成26年度(N=56) (%)

4.2 

20.8 

45.8 

41.7 

0.0 

4.2 

0.0 

4.2 

58.3 

12.5 

0.0 

0.0 

0.0 

33.3 

0.0 

33.3 

0.0 

0.0 

33.3 

0.0 

0.0 

0 20 40 60

【その他の世帯】

令和元年度(N=24)

平成26年度(N=3) (%)

38.9 

33.2 

13.0 

19.3 

43.4 

42.0 

4.6 

5.4 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=822

平成26年度

N=849

【母子世帯】

9.1 

3.7 

6.1 

2.4 

75.8 

80.5 

9.1 

13.4 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=66

平成26年度

N=82

【父子世帯】

35.3 

0.0 

11.8 

0.0 

51.0 

100.0 

2.0 

0.0 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=51

平成26年度

N=5

現在も受けている
受けたことがあるが、現在は受けていない
受けたことがない
無回答

【その他の世帯】
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【養育費の月額】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

91.1 

84.8 

6.1 

9.4 

2.8 

5.8 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=427

平成26年度

N=446

【母子世帯】

90.0 

80.0 

10.0 

20.0 

0.0 

0.0 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=10

平成26年度

N=5

【父子世帯】

95.8 4.2 0.0 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=24

決まっている 決まっていない 無回答

【その他の世帯】

0.8 

3.9 

13.4 

23.7 

15.9 

13.9 

12.3 

3.9 

4.1 

0.8 

5.1 

2.3 

0 10 20 30 40

１万円未満

１～２万円未満

２～３万円未満

３～４万円未満

４～５万円未満

５～６万円未満

６～７万円未満

７～８万円未満

８～９万円未満

９～10万円未満

10万円以上

無回答

【母子世帯】

令和元年度(N=389) (%)

0.0 

33.3 

22.2 

11.1 

0.0 

22.2 

11.1 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0 10 20 30 40

【父子世帯】

令和元年度(N=9) (%)

0.0 

4.3 

17.4 

30.4 

13.0 

13.0 

17.4 

4.3 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0 10 20 30 40

【その他の世帯】

令和元年度(N=23) (%)
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【面会交流の取り決めの有無】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【面会交流の取り決め方法】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32.1 

24.0 

59.9 

66.8 

8.0 

9.2 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=822

平成26年度

N=849

【母子世帯】

31.8 

12.2 

54.5 

70.7 

13.6 

17.1 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=66

平成26年度

N=82

【父子世帯】

21.6 

20.0 

72.5 

20.0 

5.9 

60.0 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=51

平成26年度

N=5

取り決めをしている 取り決めをしていない 無回答

【その他の世帯】

73.9 

77.5 

25.8 

21.6 

0.4 

1.0 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=264

平成26年度

N=204

【母子世帯】

47.6 

60.0 

47.6 

40.0 

4.8 

0.0 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=21

平成26年度

N=10

【父子世帯】

81.8 

100.0 

18.2 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=11

平成26年度

N=1

文書あり 文書なし 無回答

【その他の世帯】
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28.6 

26.5 

20.8 

17.4 

39.4 

42.3 

11.2 

13.8 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=822

平成26年度

N=849

【母子世帯】

53.0 

23.2 

7.6 

12.2 

33.3 

46.3 

6.1 

18.3 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=66

平成26年度

N=82

【父子世帯】

19.6 

0.0 

7.8 

0.0 

64.7 

0.0 

7.8 

100.0 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=51

平成26年度

N=5

現在、面会交流を行っている
過去に面会交流を行ったことがあるが、現在は行っていない
面会交流を行ったことがない
無回答

【その他の世帯】

【面会交流の取り決めをしていない理由(MA)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※新規設問 

 

【面会交流の実施状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

次ページ 

9.6 

40.9 

25.2 

21.7 

3.3 

18.1 

16.7 

12.0 

3.5 

4.1 

0.6 

11.0 

4.7 

0 10 20 30 40 50

取り決めの交渉が

わずらわしいから

相手と関わりたくないから

相手が面会交流を

希望しないから

取り決めをしなくても

交流できるから

子どもの連れ去りや虐待の

可能性があるから

子どもが会いたがらないから

相手が養育費を支払わない

又は支払えないから

面会交流をすることが子どもの

ためにならないと思うから

親族が反対しているから

取り決めの交渉が

まとまらなかったから

現在交渉中又は今後

交渉予定であるから

その他

無回答

【母子世帯】

令和元年度(N=492) (%)

19.4 

41.7 

13.9 

33.3 

0.0 

16.7 

8.3 

19.4 

5.6 

0.0 

0.0 

5.6 

5.6 

0 10 20 30 40 50

【父子世帯】

令和元年度(N=36) (%)

18.9 

48.6 

40.5 

0.0 

8.1 

5.4 

24.3 

10.8 

8.1 

0.0 

0.0 

10.8 

2.7 

0 10 20 30 40 50

【その他の世帯】

令和元年度(N=37) (%)
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【面会交流を行っていない理由(MA)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※新規設問 

 

【離婚届における「養育費の分担」のチェック状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

※新規設問（平成 24年４月１日以降に相手と離別した方のみ） 

  

32.7 

25.9 

5.1 

32.7 

4.0 

15.4 

9.3 

46.1 

0.4 

4.4 

9.5 

13.3 

6.9 

0 10 20 30 40 50

取り決めをしていないから

相手が養育費を支払わないから

相手が面会の約束を

守らないから

子どもが会いたがらないから

塾や学校の行事で

子どもが忙しいから

面会交流によって子どもが精神的

又は身体的に不安定になるから

相手に暴力などの

問題行動があるから

相手が面会交流を

求めてこないから

第三者による面会交流の

支援を受けられないから

親族が反対しているから

相手が結婚したから

その他

無回答

【母子世帯】

令和元年度(N=495) (%)

33.3 

14.8 

0.0 

29.6 

3.7 

25.9 

0.0 

29.6 

0.0 

11.1 

7.4 

18.5 

11.1 

0 10 20 30 40 50

【父子世帯】

令和元年度(N=27) (%)

37.8 

29.7 

2.7 

24.3 

2.7 

8.1 

13.5 

40.5 

0.0 

8.1 

13.5 

13.5 

10.8 

0 10 20 30 40 50

【その他の世帯】

令和元年度(N=37) (%)

33.8 

16.7 

28.6 

6.2 

11.1 

7.1 

9.7 

19.4 

7.1 

50.3 

52.8 

57.1 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 25% 50% 75% 100%

母子世帯

N=435

父子世帯

N=36

その他の世帯

N=14

「取り決めをしている」の欄にチェックした
「まだ決めていない」の欄にチェックした
チェックしていない
不明
無回答
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【離婚届における「面会交流」のチェック状況】 

 

 

 

 

 

 

 

※新規設問（平成 24年４月１日以降に相手と離別した方のみ） 

 

 

 

 

 

 

25.3 

22.2 

21.4 

6.7 

8.3 

0.0 

8.3 

13.9 

0.0 

48.0 

50.0 

78.6 

11.7 

5.6 

0.0 

0% 25% 50% 75% 100%

母子世帯

N=435

父子世帯

N=36

その他の世帯

N=14

「取り決めをしている」の欄にチェックした
「まだ決めていない」の欄にチェックした
チェックしていない
不明
無回答
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（７）日常生活等について 

＜要約と課題＞ 

◎「健康状態」について、『あまりよくない』『よくない』を合わせると、母子世帯 23.1％、父子

世帯 20.0％、その他の世帯 12.5％。 

◎各世帯共、「回答者本人が病気等で一時的に介護が必要となった際に世話をしてくれる人」とし

ては、『同居の家族』『別居の親族』と、親族頼りの様子がうかがわれる。一方、『いない』と回

答している割合は前回調査よりは減少しているものの、母子世帯 20.2％、父子世帯では 28.0％、

その他の世帯 7.1％と「いない」現状がある。 

◎「日常生活での悩みごとの有無」は、『ある』が母子・父子世帯で前回調査よりも減少している

ものの、母子世帯では 7割の方が悩みごとを抱え、『生活費』『教育費』『子ども』についての悩

みが多くみられる。 

◎悩みごとの「相談先」は母子世帯、その他の世帯では『親族』『友人・知人』が多い。『相談する

人はいない』は、母子世帯 28.3％、父子世帯 47.8％、その他の世帯 14.3％であり、前回調査

よりも増加している。 

【健康状態】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※新規設問 

 

 

 

  

26.1 

21.3 

32.1 

23.1 

21.3 

23.2 

25.9 

36.0 

30.4 

19.4 

17.3 

12.5 

3.7 

2.7 

0.0 

1.8 

1.3 

1.8 

0% 25% 50% 75% 100%

母子世帯

N=831

父子世帯

N=75

その他の世帯

N=56

よい まあよい ふつう あまりよくない よくない 無回答
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【回答者本人が病気等で一時的に介護が必要となった際に主に世話をしてくれる人】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 26年度調査の「家庭生活支援員」「ホームヘルパー」は、今年度調査では「家庭生活支援員、ホームヘルパーなど

公的制度の利用」とした。 

 

【子どもが病気等で一時的に介護が必要となった際に主に世話をしてくれる人】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 26 年度調査の「知人、友人、近所の人、家政婦など」は、今年度調査では「友人、知人」「近所の人」に分けた。

また「その他」を追加した。 

 

28.5 

43.7 

1.9 

0.0 

2.0 

20.2 

1.2 

2.4 

32.9 

38.9 

0.1 

1.5 

0.3 

22.5 

3.0 

0.7 

0 20 40 60 80

同居の親族

別居の親族

友人、知人

近所の人

家庭生活支援員、ホームヘル

パーなど公的制度の利用

いない

その他

無回答

【母子世帯】

令和元年度(N=831)

平成26年度(N=951)
(%)

36.0 

28.0 

2.7 

0.0 

0.0 

28.0 

4.0 

1.3 

37.1 

21.6 

0.0 

2.1 

0.0 

34.0 

3.1 

2.1 

0 20 40 60 80

【父子世帯】

令和元年度(N=75)

平成26年度(N=97) (%)

76.8 

7.1 

0.0 

0.0 

5.4 

7.1 

1.8 

1.8 

28.6 

28.6 

0.0 

0.0 

7.1 

21.4 

14.3 

0.0 

0 20 40 60 80

【その他の世帯】

令和元年度(N=56)

平成26年度(N=14) (%)

87.0 

4.9 

4.2 

0.1 

0.0 

0.5 

1.2 

0.4 

1.7 

85.4 

8.1 

4.9 

0.1 

0.2 

0.9 

0.3 

0 20 40 60 80 100

あなた自身

同居の親族

別居の親族

友人、知人

近所の人

家庭生活支援員、ホームヘル

パーなど公的制度の利用

いない

その他

無回答

【母子世帯】

令和元年度(N=831)

平成26年度(N=951)
(%)

66.7 

18.7 

9.3 

1.3 

0.0 

1.3 

1.3 

0.0 

1.3 

63.9 

21.6 

6.2 

2.1 

1.0 

3.1 

2.1 

0 20 40 60 80 100

【父子世帯】

令和元年度(N=75)

平成26年度(N=97) (%)

82.1 

14.3 

1.8 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

1.8 

78.6 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

7.1 

14.3 

0 20 40 60 80 100

【その他の世帯】

令和元年度(N=56)

平成26年度(N=14) (%)
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【日常生活での悩みごとの有無】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【悩みごとの内容(MA)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※今年度調査から「教育費のこと」を追加した。 

71.0 

77.7 

26.4 

20.1 

2.6 

2.2 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=831

平成26年度

N=951

【母子世帯】

61.3 

71.1 

36.0 

21.6 

2.7 

7.2 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=75

平成26年度

N=97

【父子世帯】

62.5 

57.1 

33.9 

28.6 

3.6 

14.3 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度

N=56

平成26年度

N=14

ある ない 無回答

【その他の世帯】

71.7 

12.9 

64.2 

57.3 

19.2 

31.2 

31.5 

48.0 

2.7 

9.3 

13.7 

4.1 

0.3 

76.9 

10.8 

55.8 

22.5 

29.1 

38.8 

59.3 

4.5 

7.2 

11.8 

7.3 

0.4 

0 20 40 60 80 100

生活費のこと

医療費のこと

教育費のこと

子どものこと

家族のこと

健康のこと

住まいのこと

仕事のこと

近所づきあいのこと

相談相手がいないこと

借入返済のこと

その他

無回答

【母子世帯】

令和元年度(N=590)

平成26年度(N=739) (%)

73.9 

10.9 

60.9 

63.0 

19.6 

34.8 

23.9 

39.1 

4.3 

13.0 

28.3 

2.2 

0.0 

72.5 

11.6 

62.3 

29.0 

29.0 

31.9 

62.3 

2.9 

15.9 

39.1 

1.4 

1.4 

0 20 40 60 80 100

【父子世帯】

令和元年度(N=46)

平成26年度(N=69) (%)

85.7 

5.7 

60.0 

51.4 

34.3 

25.7 

22.9 

45.7 

2.9 

8.6 

0.0 

5.7 

2.9 

25.0 

25.0 

0.0 

0.0 

50.0 

12.5 

25.0 

12.5 

12.5 

37.5 

0.0 

0.0 

0 20 40 60 80 100

【その他の世帯】

令和元年度(N=35)

平成26年度(N=8)
(%)
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【相談先】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 26 年度調査の「同居の家族」「別居の家族」は、今年度調査では「親族」とした。今年度調査から「その他」を追

加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

38.0 

27.1 

0.5 

0.0 

2.2 

28.3 

2.5 

1.4 

40.7 

29.4 

0.7 

0.3 

1.1 

26.5 

1.4 

0 10 20 30 40 50

親族

友人、知人

民生・児童委員

母子・父子福祉協力員

市役所・町役場などの職員

相談する人はいない

その他

無回答

【母子世帯】
令和元年度(N=590)

平成26年度(N=739) (%)

23.9 

21.7 

2.2 

0.0 

2.2 

47.8 

0.0 

2.2 

31.9 

21.7 

0.0 

1.4 

0.0 

43.5 

1.4 

0 10 20 30 40 50

【父子世帯】
令和元年度(N=46)
平成26年度(N=69) (%)

34.3 

42.9 

0.0 

0.0 

0.0 

14.3 

5.7 

2.9 

37.5 

37.5 

0.0 

12.5 

0.0 

0.0 

12.5 

0 10 20 30 40 50

【その他の世帯】

令和元年度(N=35)
平成26年度(N=8) (%)
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（８）福祉施策の利用状況について 

＜要約と課題＞ 

◎「各福祉施策・制度等の利用・受給状況」は、各世帯共、経済的支援である『児童扶養手当』『母

子家庭等医療費助成』の利用率は高いが、日常生活支援や就業支援・相談の利用状況は低くなっ

ている。 

◎「各福祉施策・制度等の認知状況」は、『ひとり親家庭再チャレンジ高卒認定試験合格支援事業』

『ひとり親家庭生活支援事業』『母子生活支援施設』『母子・父子自立支援員、母子・父子福祉協

力員』『ひとり親家庭等日常生活支援事業』などの項目で半数以上の方が『知らない』と回答し

ており、依然として施策の認知は低い。 

◎「県や市町の施策への要望」は、『ひとり親家庭への手当制度の充実』『教育費の援助』などが多

い。『学習支援の充実』は母子世帯 23.6％、父子世帯 24.0％、その他の世帯 16.1％。 

◎「相談・支援事業への要望」は、各世帯共『生活（経済面）』の要望が大きく、母子世帯、その

他の世帯では『就職』、父子家庭では『子育て』への要望が大きい。 

【各福祉施策・制度等の利用・受給状況】 

 

 

 

95.4 

65.5 

22.0 

19.7 

15.6 

12.9 

11.3 

10.2 

4.3 

3.9 

2.0 

1.8 

1.3 

1.2 

1.1 

0.4 

0.2 

0 20 40 60 80 100

児童扶養手当

母子家庭等医療費助成

保育所の優先入所

ひとり親家庭放課後児童クラブ利用

支援事業

マザーズハローワーク・マザーズコーナー

母子家庭等就業・自立支援センター就業

支援事業

母子父子寡婦福祉資金

公営住宅の優先入居

母子家庭等就業・自立支援センター相談

事業

自立支援教育訓練給付金

高等職業訓練促進給付金

母子・父子自立支援員、母子・父子福祉

協力員

ひとり親家庭等日常生活支援事業

ひとり親家庭等生活向上事業

高等職業訓練促進資金貸付

母子生活支援施設

ひとり親家庭再チャレンジ高卒認定試験

合格支援事業

【母子世帯】

N=831 (%)

89.3 

41.3 

5.3 

10.7 

1.3 

1.3 

5.3 

1.3 

1.3 

1.3 

0.0 

0.0 

1.3 

1.3 

0.0 

0.0 

0.0 

0 20 40 60 80 100

【父子世帯】

N=75 (%)

94.6 

41.1 

17.9 

16.1 

5.4 

16.1 

12.5 

3.6 

1.8 

7.1 

0.0 

1.8 

1.8 

0.0 

1.8 

0.0 

0.0 

0 20 40 60 80 100

【その他の世帯】

N=56 (%)
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【各福祉施策・制度等の認知状況（制度を知らなかった割合）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

71.7 

68.2 

64.9 

64.1 

63.3 

59.1 

56.6 

55.8 

48.0 

42.5 

42.4 

39.4 

39.4 

34.4 

24.1 

6.1 

0.6 

0 20 40 60 80 100

ひとり親家庭再チャレンジ高卒認定試験

合格支援事業

ひとり親家庭等生活向上事業

母子生活支援施設

母子・父子自立支援員、母子・父子福祉

協力員

ひとり親家庭等日常生活支援事業

高等職業訓練促進資金貸付

高等職業訓練促進給付金

母子家庭等就業・自立支援センター相談

事業

ひとり親家庭放課後児童クラブ利用

支援事業

公営住宅の優先入居

自立支援教育訓練給付金

マザーズハローワーク・マザーズコーナー

保育所の優先入所

母子父子寡婦福祉資金

母子家庭等就業・自立支援センター就業

支援事業

母子家庭等医療費助成

児童扶養手当

【母子世帯】

N=831 (%)

72.0 

66.7 

69.3 

66.7 

62.7 

68.0 

73.3 

65.3 

53.3 

58.7 

61.3 

70.7 

56.0 

48.0 

54.7 

25.3 

4.0 

0 20 40 60 80 100

【父子世帯】

N=75 (%)

66.1 

60.7 

55.4 

58.9 

58.9 

53.6 

55.4 

50.0 

44.6 

46.4 

44.6 

41.1 

42.9 

33.9 

25.0 

21.4 

0.0 

0 20 40 60 80 100

【その他の世帯】

N=56 (%)
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【各福祉施策・制度等の利用意向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24.1 

22.5 

21.1 

20.6 

19.9 

18.4 

17.6 

16.5 

15.8 

13.5 

9.5 

8.3 

8.2 

8.2 

4.5 

4.0 

0.4 

0 20 40 60 80 100

ひとり親家庭等日常生活支援事業

ひとり親家庭等生活向上事業

母子父子寡婦福祉資金

自立支援教育訓練給付金

母子・父子自立支援員、母子・父子福祉

協力員

公営住宅の優先入居

母子家庭等就業・自立支援センター相談

事業

高等職業訓練促進資金貸付

高等職業訓練促進給付金

ひとり親家庭放課後児童クラブ利用

支援事業

ひとり親家庭再チャレンジ高卒認定試験

合格支援事業

母子家庭等就業・自立支援センター就業

支援事業

マザーズハローワーク・マザーズコーナー

母子生活支援施設

保育所の優先入所

母子家庭等医療費助成

児童扶養手当

【母子世帯】

N=831 (%)

17.3 

9.3 

30.7 

21.3 

14.7 

13.3 

8.0 

13.3 

10.7 

6.7 

6.7 

5.3 

2.7 

2.7 

2.7 

10.7 

4.0 

0 20 40 60 80 100

【父子世帯】

N=75 (%)

16.1 

16.1 

17.9 

23.2 

10.7 

14.3 

7.1 

12.5 

14.3 

7.1 

8.9 

8.9 

5.4 

5.4 

1.8 

7.1 

0.0 

0 20 40 60 80 100

【その他の世帯】

N=56 (%)
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【県や市町の施策等への要望(MA)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※今年度調査より「母子家庭の地域交流、組織づくりの推進」「学習支援の充実」「子ども食堂の充実」「その他」を追加した。 

 

 

66.9 

64.7 

39.1 

35.9 

29.0 

23.6 

19.6 

17.4 

17.2 

16.6 

16.6 

10.8 

9.0 

7.1 

6.9 

6.4 

4.2 

3.5 

1.0 

2.6 

6.4 

69.3 

63.7 

43.1 

44.7 

31.0 

25.9 

23.6 

22.6 

23.7 

12.9 

13.1 

5.6 

0.7 

5.2 

2.0 

1.9 

6.1 

0 20 40 60 80

ひとり親家庭への手当制度の充実

教育費の援助

医療費の援助

各種福祉制度における所得制限の緩和

ひとり親家庭への貸付金の充実

学習支援の充実

資格、技能修得講習などの充実

就職のあっせん

放課後児童クラブ（学童保育）の充実

公営住宅への入居促進

子ども食堂の充実

各種相談の充実

保育所（園）の充実

母子家庭の地域交流、組織づくりの推進

結婚相談やあっせん

児童館の充実

ホームヘルパー制度の充実

子ども会の育成、活動の充実

父子家庭の地域交流、組織づくりの推進

その他

無回答

【母子世帯】

令和元年度(N=831)

平成26年度(N=951) (%)

65.3 

49.3 

30.7 

26.7 

34.7 

24.0 

8.0 

5.3 

9.3 

10.7 

14.7 

4.0 

0.0 

1.3 

9.3 

1.3 

6.7 

0.0 

20.0 

1.3 

12.0 

70.1 

54.6 

38.1 

39.2 

38.1 

8.2 

11.3 

12.4 

12.4 

14.4 

6.2 

19.6 

0.0 

5.2 

3.1 

20.6 

12.4 

0 20 40 60 80

【父子世帯】

令和元年度(N=75)

平成26年度(N=97) (%)

60.7 

58.9 

39.3 

32.1 

23.2 

16.1 

17.9 

12.5 

14.3 

16.1 

7.1 

12.5 

10.7 

5.4 

8.9 

3.6 

0.0 

5.4 

5.4 

1.8 

8.9 

28.6 

14.3 

42.9 

50.0 

28.6 

14.3 

42.9 

28.6 

14.3 

14.3 

0.0 

7.1 

0.0 

21.4 

0.0 

14.3 

14.3 

0 20 40 60 80

【その他の世帯】

令和元年度(N=56)

平成26年度(N=14) (%)
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【相談・支援事業への要望(MA)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 26 年度調査の「生活に関する相談・支援事業」は、今年度調査では「生活（経済面）」「生活（経済面以外）」とした。 

 

 

70.4 

27.6 

25.5 

25.3 

23.2 

12.3 

10.1 

2.4 

6.5 

45.2 

33.4 

34.2 

30.9 

18.1 

16.7 

3.0 

10.5 

0 20 40 60 80

生活（経済面）

子育て

就職

住居

養育費

生活（経済面以外）

職業能力

その他

無回答

【母子世帯】

令和元年度(N=831)

平成26年度(N=951)
(%)

66.7 

33.3 

9.3 

9.3 

25.3 

25.3 

2.7 

0.0 

9.3 

48.5 

43.3 

22.7 

18.6 

22.7 

7.2 

3.1 

17.5 

0 20 40 60 80

【父子世帯】

令和元年度(N=75)

平成26年度(N=97) (%)

66.1 

30.4 

35.7 

21.4 

21.4 

19.6 

8.9 

1.8 

10.7 

57.1 

14.3 

78.6 

57.1 

14.3 

21.4 

7.1 

21.4 

0 20 40 60 80

【その他の世帯】

令和元年度(N=56)

平成26年度(N=14) (%)


